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『21世紀労働論』という壮大なタイトルのこ

の本は，20世紀中葉に登場し，またたくまに広

がり，21世紀目前のわが国の賃労働の主流の形

態になりつつあるパート労働に焦点をあて，こ

の問題の解決なしに21世紀労働論は展望を見い

だしえないとの熱き信念に貫かれた書であり，

次の四章から構成されている。

第１章［現状編／進む雇用の不安定化］

第２章［分析編／労働における家族単位・

能力主義の問題点］

第３章［対策編／シングル単位の労働論］

第４章［理論編／反能力主義・反差別とし

ての同一（価値）労働同一賃金原

則］

第１章ではまず，日本におけるパート労働が，

正社員とのあいだにいかに大きな格差があり差

別的であるかが現状に即して論じられ，つづい

て，そのパート労働が労働の規制緩和（雇用制

度の自由化）のなかで急速に拡大して，労働者

に深刻な生活破壊と雇用不安をもたらしている

こと，そしてそれにもかかわらずマスコミは，

このことに無自覚にパート労働の現状を追認し

てきたことが批判的に論じられる。

第２章では，パート労働は＜家族単位制度＞

の産物であり，終身雇用・年功序列賃金制とセ

ットで成立しているのだということが，労働問

題と性差別問題を結合する視点で語られる。す

なわち，第一に日本的経営（年功制）とは，再

生産労働を担う者（＝女性）の存在を前提とし

た（これを著者は＜家族単位制度＞という）男

性賃金労働者に対する能力主義支配のシステム

であって，構造的に女性差別を内包しているこ

と，したがって現代日本の労働問題は性差別問

題を結合する視点を導入しなければ解明されな

いこと，またそれは本質的に同一（価値）労働

同一賃金の原則と矛盾する制度であることが年

功制の側から語られる。第二に今度は逆にパー

ト労働の側から，パート労働も＜家族単位制

度＞のうえに成立していること，次にこのよう

なパート労働がどのような歴史的経過をたどっ

て今日の総パート化の時代のパート労働問題に

いたったかが論じられ，ここからパート問題に

いかに向かうかが示される。また，パート労働

のなかでも特殊な問題を抱えているケースとし

て，公務員パート問題が取りあげられる。この

章ではさらに，＜家族単位制度＞を支える労働

として第三に家事労働論が，第四にこれらを論

ずるキー概念となるべきアンペイド・ワーク概

念の検討がなされる。

第３章では，パート問題解決の方向性が展開

される。まず第一にパート問題を解決するには，

その基礎にある＜家族単位制度＞を廃絶し＜シ

ングル単位制度＞を構築することが必要である

と強く主張され，第二に同じく＜家族単位制

度＞を基盤にして成立している＜年功制システ
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ム＞の廃止の必要性が熊沢誠氏などの論述を援

用しながら展開される。そして第三に，ＩＬＯ

156号条約（＝家族的責任を有する男女労働者

の機会及び待遇の均等にかんする条約，いわゆ

る家族的責任条約）の実現の必要性が主張され，

最後に結論として，わが国のパート労働問題へ

の対処策がパート法改革案も含めて提示され

る。

第４章では，パート問題を解決する基本理論

として＜同一（価値）労働同一賃金原則＞が紹

介され，それが年功システムと根本的に対立す

る原則であり，労働者の権利が守られる＜シン

グル単位＞社会の原則になりうると主張され

る。同章では終わりに，＜労働組合運動が進む

べき道＞と題して，従来の正社員中心・非正規

労働者差別の労働組合運動に対する批判がなさ

れ，21世紀へ向けての運動論も含めた労働論の

体系が示される。

＊

たしかに，パートと言えば従来は結婚退職し

た女性の再就職の形態と相場が決まっていた

が，昨今ではかなり様子が変わり，新卒パート

や正社員のパートへの置き換え，高齢者（定年

者）パートなどが随所にみられるようになった。

また，パートタイマーによって担われる労働の

内容も，従来の単純労働だけではなく，今日で

は高度な専門能力を必要とする多様な労働が含

まれるようになった。これは言うまでもなく，

経済の＜大競争時代＞に突入してより柔軟な対

応を迫られるようになったわが国の企業が，非

正規雇用をこれまでの慣例枠を大きく破って拡

大した結果である。＜労働力の女性化＞＜新・

日本的経営＞は誰の目にもはっきりと見える形

で急速に進行しており，21世紀の労働はパート

労働をはじめとした非正規雇用労働なしに語る

ことはできないであろう。

現代の労働市場は正規雇用労働市場とパート

労働市場からなりたっているという二重労働市

場論はすでに1960年代にアメリカで生まれてお

り，その後フェミニズムの立場からの女性労働

問題研究を中心にさまざまな立場から研究が進

められている。フェミニズムの立場からの女性

労働研究は，賃労働と家事労働との関連を解明

し，資本主義社会における労働と家族の有機的

構造を解明しようとする研究，家事・育児・介

護などおもに女性が担ってきた無償労働（アン

ペイドワーク）にかんする研究，そして労働市

場内部の性分業と二重構造システムにかんする

研究の三つに大きく分類することができるが，

二重労働市場論は第三の流れの主流を占めてい

る。このような傾向はわが国でも例外ではなく，

とくに1990年代以降の女性労働研究での発展は

めざましく，他の労働研究や社会政策研究の分

野にも同様な傾向が見られる。その結果今日で

は，年功制は年功制として，パート労働はパー

ト労働として，あるいは労働問題は労働問題と

して，家族問題は家族問題としてというように

別々に取り扱っていた従来の研究を超えて，そ

れらを有機的つながりのあるものとしてとらえ

た研究が進んでいる。日本の長時間労働とパー

ト労働との構造的な連関を労働と家族との問題

にまで深め，これを日本の二重労働市場は＜家

族単位制度＞のうえに成立したものであると明

確に関連づけてとらえている本書は，そうした

研究の一つの到達点を示すものと言えよう。

なお本書では，パート労働という賃労働の一

形態と家事労働およびアンペイドワークといっ

た現代資本主義の労働を解明するに必要な概念

が考察されてはいるが，それらのつながりは必

ずしもクリアに論述されてはいない。しかしそ

れは，本書で解明されるべき中心的課題という

よりもむしろ今後の研究課題としてとらえるべ

きであろう。著者の今後の研究に期待したい。

＊
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ところで本書での著者の主張のメインは，わ

が国の労働問題の根源は＜家族単位制度＞にあ

り，＜家族単位＞から＜シングル単位＞への改

革なしに21世紀の労働改革はありえないという

主張にある。著者が＜家族単位制度＞という言

葉で批判しているのは再生産労働を女性に配分

する性分業システムのことであり，この性分業

システムによって成立する家族を単位として，

雇用，賃金，税，社会保障などの諸制度がつく

られていることを意味している。性分業を中軸

としたシステムは，従来フェミニズムでは家父

長制という言葉で表現され，たとえば性分業シ

ステムを組み込んだ資本主義は家父長制的資本

主義と言い表されていた。著者の言う＜家族単

位＞とは，従来フェミニズムで言われていた家

父長制に代わる言葉であると理解できる。

周知のように家父長制は，文化人類学や社会

学，歴史学，法学など多様な分野で多様な用い

られ方をしている概念であり，フェミニズムの

なかでも多様な意味を付与されてきた概念であ

る。しかしこの言葉のもつ多様性は，それがフ

ェミニズムのキー概念であっただけに，これま

でさまざまな誤解と混乱をうみだしてきた。こ

のような論議を混乱させる原因となっている家

父長制という言葉を避け，また家父長制が＜男

性による女性に対する支配＞という意味が強く

付与されていることを嫌って，さらには現代日

本の企業社会の諸問題をあくまでも現状分析か

ら明らかにするために，家父長制という言葉を

新しい言葉で置き換えようとしたことに評者は

敬意を表する。しかし，それを＜家族単位制

度＞と呼ぶことには同意しがたい。

もとより，家族を一つの経営単位・経済単位

とするシステムが問題なのだという意味から＜

家族単位＞という言葉を採用したのであろうと

いうことは評者にもよくわかる。しかし，家族

の将来像の展望を示すことなく，廃絶されるべ

きシステムとして家族という言葉をもちだすこ

とは，たとえ＜単位＞にアクセントがあるにせ

よ，家族を家父長制の形態におしとどめ，結果

としてその将来像を閉ざすことにつながるので

はないか。周知のように，1994年の国際家族年

のメインスローガンの一つは「多様な家族を認

めあおう」であった。これは，従来の固定的家

族像を解体し，シングルペアレント・ファミリ

ーも夫婦だけの家族も多様な形態の家族として

認めるところから，新しい家族像を切り開こう

とするものである。また，著者が高く評価する

家族的責任条約にしても，男も女も外で働き，

家庭責任を果たすような家族システムを建設し

ようということが眼目であって，そこで否定さ

れているのは性別役割分業にもとづく家族であ

り，新しい家族像の模索を拒否することではな

い。

このこととの関連で，＜家族単位＞に対置さ

れる＜シングル単位＞という言葉も評者は気に

なった。著者は，親子関係，育児や子の扶養に

かんしての社会的保障を＜家族単位＞に対置す

る＜シングル単位＞にカテゴライズしているこ

とにもみられるように，シングル＝ノンカップ

ル＝単身者ととらえている。しかし同時に，著

者はシングル＝個人ともとらえているのであっ

て，これもまた家族と個人とは相容れないとす

る固定観念につながりかねない。

先の二つの国際的文献にもみられるように，

国際的な流れのなかでは，家族と個人とを両立

させる方向が明確に提示されている。非正規労

働者が増大し，雇用破壊と家族破壊が同時進行

しているにもかかわらず，支配者の側からは明

確な21世紀の家族像が示されない今日，国民の

側からそれを示すことが求められている。要す

るに，個人と矛盾しない家族，性分業を脱した

家族の構築と，シングルもカップルも均しく労

働と生活の機会が保障されるシステムの構築が
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21世紀の課題の一つなのであって，21世紀の理

想的なライフスタイルをシングルライフのみに

求めるわけではあるまい。そうだとすれば，以

上のような視点で21世紀を展望する言葉が考え

られなければならない。21世紀の労働基盤にな

るシステムを展望する象徴的表現は，新しい家

族像を展望できる言葉こそが望ましいと評者は

考える。

＊

以上のような問題はあるものの，本書のめざ

すところは評者も同意するところが多かった。

とりわけ，全体を貫くパート労働にかんする論

述や，第４章で展開されている同一労働同一賃

金にかんする論述および労働組合論は，きわめ

て興味深いものであった。

労働と家族を有機的連関のもとにとらえよう

とする本書の基本姿勢は，賃金制度を論ずるさ

いにも貫かれている。日本の家族賃金は，社会

保障の社会的・歴史的一形態として成立した。

これを見直すには著者も言うように，社会保障

の見直しとセットでなければならない。この視

点から本書は，労働と家族の関係だけでなく労

働と社会保障の関係をジェンダーの視点を導入

して明らかにしようとしており，評者は学ぶと

ころが多かった。

最後についでながら，評者は専業の大学非常

勤講師（＝本務校をもたない大学非常勤講師）

であり，この立場からも本書を興味深く読んだ。

専業の大学非常勤講師は，日経連の「新時代の

日本型経営」路線を先取りする形で，ここ20年

ほどのあいだに急増した＜高度専門能力活用型

グループ＞に属するパート教師であって，驚く

ほどの劣悪な条件下におかれている。本書第３

章の＜パート労働問題への対処策＞および補論

の＜パート法改革案＞は，非常勤講師の待遇改

善を求めるさいの実践的な指針となりうるもの

で，大いに参考になった。著者は第４章で，日

本の労働問題解決のために，年功制死守を貫い

てきた従来の労働組合運動へ再考を促し，「中

高年正社員男性は利権を捨てると腹をくくれ」

と檄を飛ばしている（？）が，このことは大学

をめぐる状況にも言えないだろうか？みずから

の足下を見直すことも必要であろう。

（伊田広行『21世紀労働論……規制緩和へのジ

ェンダー的対抗』青木書店，1 9 9 8年２月，

2800円＋税）

（あさの・ふみえ　駒沢大学・大月短期大学非常勤

講師／法政大学大原社会問題研究所嘱託研究員）


